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エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰の影響を受けた⽣活者や事業者に対し、地⽅公共団体が地域の実情に合
わせて必要な⽀援をきめ細やかに実施できるよう、「電⼒・ガス・⾷料品等価格⾼騰重点⽀援地⽅交付⾦」を増額す
るとともに、低所得世帯への⽀援のための「低所得世帯⽀援枠」を措置 。

また、推奨事業メニューと組みわせることで、地域の事情に応じて低所得世帯への⽀援⽅法（現物・現⾦）を⾃
由に設定することも可能。

低所得世帯⽀援枠等（電⼒・ガス・⾷料品等価格⾼騰重点⽀援地⽅交付⾦）の概要
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（推奨事業メニュー）

① エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰に伴う低所得世帯⽀援
低所得世帯を対象とした、電⼒・ガス（LPガスを含む）をはじめエネル
ギー・⾷料品価格等の物価⾼騰による負担を軽減するための⽀援
※住⺠税⾮課税世帯に対しては低所得世帯⽀援枠による⽀援を⾏う。

② エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰に伴う⼦育て世帯⽀援
物価⾼騰による⼩中学⽣の保護者の負担を軽減するための⼩中学
校等における学校給⾷費等の⽀援
※ こども⾷堂に対する負担軽減のための⽀援やヤングケアラーに対す
る配⾷⽀援等も可能。

③ 消費下⽀え等を通じた⽣活者⽀援

エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰の影響を受けた⽣活者に対
してプレミアム商品券や地域で活⽤できるマイナポイント等を発⾏して消
費を下⽀えする取組やLPガス使⽤世帯への給付などの⽀援

④ 省エネ家電等への買い換え促進による⽣活者⽀援

家庭におけるエネルギー費⽤負担を軽減するための省エネ性能の⾼い
エアコン・給湯器等への買い換えなどの⽀援



■対 象 （１）令和５年度住⺠税均等割⾮課税世帯
※ 令和５年６⽉１⽇を基準⽇として住⺠基本台帳に記載されている世帯
※ 条例により住⺠税均等割が⾮課税となっている世帯（被災者等）も含む。

（２）収⼊の減少等により、住⺠⾮課税世帯と同様の収⼊状況にある世帯（家計急変世帯）

低所得世帯⽀援枠等の検討例①

■⽀援⾦額
上記対象世帯に、現⾦３万円を
⽀援。

■⽀援⽅法
・ ⽀援要件に該当する世帯を抽出し、確認書を送付。
※過去に同様の給付⾦を受給している世帯には、確認書へ過去の受取
⼝座を記載。

【⽀援対象】
令和５年度住⺠税
均等割⾮課税世帯
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内
閣
府

地⽅創⽣
臨時交付⾦

低所得世帯⽀援枠
(5,000億円)

⽀援対象の枠を
広げ、家計急変世
帯については、推
奨事業メニュー枠
（7,000億円）
を活⽤し、⽀援を
⾏う。

推奨事業メニュー枠
(7,000億円)

⾃
治
体

低所得⽀援枠
(5,000億円)活⽤分

⽀援⾦額 30,000円

【⽀援対象】
家計急変
世帯等

推奨事業メニュー枠
(7,000億円)活⽤分



■対 象 （１）令和４年度・令和５年度住⺠税均等割⾮課税世帯
※ 令和５年４⽉１⽇を基準⽇として住⺠基本台帳に記載されている世帯
※ 条例により住⺠税均等割が⾮課税となっている世帯（被災者等）も含む。

（２）収⼊の減少等により、住⺠⾮課税世帯と同様の収⼊状況にある世帯（家計急変世帯）
■⽀援⾦額 現⾦30,000円

低所得世帯⽀援枠等の検討例②

令和４年度住⺠税均

等割⾮課税世帯に早期

⽀援を⾏い、令和５年

度の税情報確定後、新

たに⾮課税となった世帯

及び家計急変世帯へ追

加で⽀援を⾏う。

■⽀援⽅法
・事業の早期執⾏のため、特定公的給付の指定を受け、
マイナンバーと紐づいた課税情報を利⽤し⽀援対象者の
給付要件を確認。

内
閣
府

地⽅創⽣
臨時交付⾦

低所得世帯⽀援枠
(5,000億円)

推奨事業メニュー枠
(7,000億円)

⾃
治
体 早期⽀援

開始

令和４年度住⺠税均等割⾮課税世帯等
【早期執⾏対象者】

令和５年度から住⺠税均等割⾮課税となった
世帯・家計急変世帯

【個別通知】
・ 郵送通知 等
【不特定通知】
・ HP、市政だより 等【給付台帳】

＋給付要件

【給付要件】
・税情報
・児童⼿当情報 等

給付台帳の準備 住⺠への通知
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30,000円

■⽀援の⽅法
（１）現⾦２万円を⽀援 （２）地域の共通商品券12,000円（6,000円×２）を⽀援

■対 象 令和５年度住⺠税均等割⾮課税世帯

※ 令和５年６⽉１⽇を基準⽇として住⺠基本台帳に記載されている世帯

低所得世帯⽀援枠等の検討例③

低所得世帯⽀援枠

（5,000億円）の交付

限度額30,000円を超え

る部分（2,000円）に

ついては、推奨事業メ

ニュー（7,000億円）を

活⽤して、事業を実施。

内
閣
府

地⽅創⽣
臨時交付⾦

低所得世帯⽀援枠
(5,000億円)

推奨事業メニュー枠
(7,000億円)

6

家計の負担の緩和、地域における

消費下⽀えの両⾯からの⽀援

７⽉〜（⽀援開始⽉）

2,000円

現⾦
20,000円

商品券
12,000円

低所得世帯
⽀援枠

推奨事業
メニュー枠

【財源内訳】 【⽀援⾦内訳】

⾃
治
体

商品券
12,000円
現⾦

20,000円


